
内 容 

1. 温暖化で危惧される自然災害 

2. 気候変動影響や適応に関する研究内容 
① 文部科学省 革新プログラム、創生プログラム 

② 通常の極端現象への影響評価 

③ 最大クラス台風による影響評価 

④ 適応に向けた研究や省庁との連携の拡大・深化 

3. 今後の重要事項 
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今後の重要事項 
• 引き続き、「トップダウン型」と「ボトムアップ型」の両軸をベース
とした適応策のアプローチと科学的支援 

• 「適応策の評価」と「後悔しない適応」に向かう 
– 「具体的な実行があってぎりぎり助かった」を蓄積してゆく。 
– 温暖化を意識する以前からの取り組みも、温暖化適応に無駄なく組み込む 
– 時間継続的な影響評価、過去推測の検証 
– 21世紀を超えた粗い影響評価 

• 緩和効果と適応効果の時間ずれの考慮 
• アジア・太平洋諸国との連携研究による持続可能な開発目標
への貢献 

• 実時間での温暖化の影響発信 
• 関係実務省庁との引き続いての深い連携 
• より広い学問分野に適応研究を誘導する 
• 社会シナリオと関連させて、適応に関する経済学の構築 
• リアルタイム予測能力の向上、そのための観測技術の向上 
 

 



気候変動適応研究推進プログラム 
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影響の現れ 
影響把握 

既存の政策の 
検証 

住民の理解 

適応計画 
立案 

世界 
気候予測 

予測のダウン 
スケール 

影響予測 

適応政策 
立案 

適応策のアプローチと科学的支援 

地域・企業の取り組み 
防災・農業・水・健康 

地域計画 

研究コミュニティの 
役割 

＜科学アプローチ＞ 

＜地域アプローチ＞ 

By 茨城大学 三村先生 



適応から見たトップダウンとボトムアップ 

•トップダウン 

–国や県の治水計画、環境計画、適応計画などの基本計
画（マスタープランへ）の変更・策定に資する情報や考え
方の提供 

–全国どこでも影響評価や適応策評価ができる手法の開発 

•ボトムアップ 

–市・町・村がそれぞれの特徴に合せて、基本計画の具体
実現方策を構築する。独自の方策もあり。 

•注意点 

–高時空間分解の影響評価を必要とするのはボトムアップ
だけではない。 



気候変動適応研究推進プログラム 

地球観測 
GEOSS 

データ統融合 
DIAS 戦略推進費 

社会システム 
改革 

JST低炭素社会 
戦略センター 

環境推進費S-10  
リスク管理戦略 

気候変動 
リスク情報 

創生プログラム 

環境推進費S-8 
影響・適応策 

環境推進費S-6 
低炭素アジア 

農林水産分野 
緩和・適応技術 

RITE 
ALPS世界経済 

気候変動に関する研究プロジェクト 
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低炭素社会 
GHG濃度安

定化 

1.社会経済活
動・GHG排出 

2. 炭素循環大
気中濃度 

3. 温暖化 
気候変動 

4. 社会・ 
環境影響 

5. 適応策 

6. 緩和策 

7. 社会システ
ム 

RECCA=>Si-CAT 
適応研究推進 

三村先生（茨城大）を 

ベースに追加 

環境推進費S-14 
影響・適応策 



適応能力 
影響 
リスク 

適応策の役割 

過去 現在 将来 

災害外力 

適応策 

緩和策 

三村（茨城大）、2104 



温暖化に対する順応的適応策の考え方 

許容範囲 

適応策 
完了 

温暖化トレンド 

ハザード強度 

自然変動 

適応策の時間スケール 

適応策 
開始 災害 

災害 

災害 

温暖化によるハザード強度の変化に加えて， 
・自然変動の幅 
・温暖化影響の時間スケール 
・適応策の時間スケール 
・費用対効果 
を知ることが重要 

作図：森信人(2015) 



気候研究コミュニティ,防災減災研究コミュニティ,実務機関 

実務機関 
・将来影響評価 
・計画論の見直し 
・適応策の構築・評価・実施 

気候研究コミュニティ 
・気象・気候の将来変化の気
候学的科学根拠 

防災・減災研究コミュニティ 
・ハザードの将来変化や社会影響の科学的根拠 
・計画論も含めた適応策の基本的考え方の創出 
・適応策の評価手法の構築（後悔しない適応も） 
・新たな設計外力に対応した耐力の科学的根拠 
・温暖化を考慮した防災経済学 

影響評価 適応策 

中北  (2015) 
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気候変動リスクに関連する要因 

（IPCC WGII SPM，2014） 

リスク 

暴露 

脆弱性 

ハザード 

気候 

社会・経済 

インパクト 

温暖化ガス放出と 
土地利用変化 

自然変動 

人為的気候変化 

将来の社会・経済シナリオ 

適応と緩和 

ガバナンス 



その他いくつかの提言 

•治水などの国のマスタープランの考え方の大幅な見直し 

•将来推測値が不確定な設計外力の扱い方のあらたな創出 

•全国一律に気候変動影響の最大クラス推定をしておく必要がある 

•その中では、科学的不確実性の中、どのように適応方針を意志決
定するかの考え方、手法の構築 

•緩和と適応を考える場合、その効果の出る時間差を明確にし、そ
れをベースにした計画 

•だから、２１世紀以降のハザードとしての見込みも必要 

•国民が適応の必要性を実感するための取り組みの促進。「今回のハ
ザードは７割くらいが温暖化のせいである」など。 

•国力と適応 

•適応しないという選択をとるべきものの整理（あきらめではない） 
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ご静聴ありがとうございました 

写真：宇治川、塔の島 

影響評価・
適応策創出
の仲間です。 


